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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

回次 第５期中 第６期中 第７期中 第５期 第６期 

会計期間 

自平成15年 
６月１日 
至平成15年 
11月30日 

自平成16年 
６月１日 
至平成16年 
11月30日 

自平成17年 
６月１日 
至平成17年 
11月30日 

自平成15年 
６月１日 
至平成16年 
５月31日 

自平成16年 
６月１日 
至平成17年 
５月31日 

売上高 （千円） － 183,325 109,253 478,805 833,580 

経常利益又は経常損

失（△） 
（千円） － △178,287 △306,441 77,051 79,866 

中間純損失（△）又

は当期純利益 
（千円） － △178,967 △317,143 75,380 78,246 

持分法を適用した場

合の投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） － 837,750 1,858,900 837,750 1,832,850 

発行済株式総数 （株） － 86,750 112,380 8,675 108,770 

純資産額 （千円） － 982,184 4,577,991 1,161,152 4,843,826 

総資産額 （千円） － 1,501,976 4,956,407 1,321,577 5,165,018 

１株当たり純資産額 （円） － 11,322.01 40,736.71 133,850.44 44,532.74 

１株当たり中間純損

失（△）又は当期純

利益 

（円） － △2,063.03 △2,884.09 10,268.36 863.92 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益 

（円） － － － － 578.78 

１株当たり中間（年

間）配当額 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） － 65.4 92.4 87.9 93.8 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － △202,381 105,683 123,512 △305,681 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － △12,485 △686,792 △79,993 △100,804 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － 300,000 70,536 1,068,800 3,665,781 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

（千円） － 1,202,743 3,866,333 1,117,610 4,376,906 

従業員数 

（外、平均臨時雇用

者数） 

（人） 
－ 

(－) 

39 

(3) 

42 

(2) 

29 

(3) 

38 

(3) 



 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成していないため、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等が含まれておりません。ただし、第５期の売上高には消費税等が含まれております。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第５期は当社株式は非上場・非登録であり期中平均

株価が把握できないため、第６期中、第７期中については潜在株式は存在するものの１株あたり中間純損失

であるため記載しておりません。 

５．平成16年７月30日付で、株式１株につき10株の株式分割を行っております。 

６．当社は、第６期中間会計期間より証券取引法第193条の２の規定に基づく中間監査を受けているため、それ

以前については記載しておりません。 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社は、事業部門を創薬及び創薬関連事業と創薬ツール供給事業の２事業に集約いたし

ました。 

 これは、創薬プロジェクトにおいて研究開発が進んできたこと、並びに、EZ-TAXIScan™、CYTORECON™等の装置販

売に加え創薬ツールとしてMDヘパ細胞™の供給事業の立ち上がりがみえてきたことから、より当社のビジネスモデル

を反映した事業部門表示に変更したものです。 

 新しい事業部門の内訳は下記のとおりです。 

３【関係会社の状況】 

 関係会社がないため、該当事項はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー）は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数

で記載しております。 

２．事業の拡大に伴ない従業員数は４名増加しております。 

(2）労働組合の状況 

  労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

 （新）事業部門 主要な事業内容   （旧）事業部門 

  

 創薬及び創薬関連事業 

  

 医薬品の研究・開発、創薬シードの

供給、知的財産から派生する権利の収

益化、受託・共同研究  

  

 創薬事業、受託・共同研究事業 

  

  

 創薬ツール供給事業 

  

  

 装置販売、MDヘパ細胞™ 等の供給 

  

  

 装置販売事業 

  

  平成17年11月30日現在

従業員数（名） 42（２） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高止まりや金利上昇懸念といった不安要素が残るものの、企

業収益の回復を受けた好調な設備投資や雇用情勢の改善に伴う底堅い個人消費などを背景とし、緩やかながらも景

気は着実に回復してまいりました。 

 このような状況のもと、当社は各創薬プロジェクトの着実な進展を図る一方で、当社独自技術を活用した中間的

ビジネスの軌道化に努めてまいりました。しかしながら、当中間期に予定しておりました「マレーシア政府系企業

との技術移転およびライセンス契約」が、わずかに第３四半期にずれ込んだことにより売上高が計画対比大幅な未

達となりました。 

  

■創薬及び創薬関連事業 

 創薬及び創薬関連事業では、国内外の大手製薬会社等に対し共同研究の積極的な提案を行ってきた結果、複数の

契約交渉が進展してきております。中間期にはわずかに間に合いませんでしたが、平成17年12月には上記の件に加

え英国アストラゼネカ社との共同研究契約も締結し目に見える成果が表れてきております。中間期の実績として

は、eMIP蛋白質のGMPレベルでの製造法を確立中の癌治療薬開発プロジェクトにおいて、研究成果報告の対価とし

て40百万円を売上に計上しましたが、その他は小口であり目立った実績はありませんでした。 

  

■創薬ツール供給事業 

 創薬ツール供給事業では、従来のEZ-TAXIScan™の販売（国内９台、海外１台、合計10台）に加えまして、比較

的汎用性の高いと思われる細胞自動計測装置CYTORECON™を平成17年10月に投入し６台を販売し、装置販売全体と

して64百万円の売上を計上いたしました。なお、MDヘパ細胞™の供給につきましては、中間期では製薬会社等にお

けるサンプル評価の段階にありましたので、売上計上はありませんでした。 

  

  以上の結果、当中間会計期間の売上高は109百万円（前年同期比40.4％減）、経常損失は306百万円（前年同期経

常損失178百万円）、中間純損失317百万円（前年同期中間純損失178百万円）となりました。 

  



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、定期預金の預入や有形固定資産の取

得等が起因し、当中間会計期間末には3,866百万円となりました。当中間会計期間における各キャッシュ・フロー

の状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間中において営業活動の結果得られた資金は105百万円（前年同期は202百万円の使用）となりまし

た。税引前中間純損失が316百万円（前年同期は税引前中間純損失178百万円）となったものの、売上債権の回収に

よる495百万円の資金収入があったことから、前年同期に比べ308百万円増加しました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間中において投資活動の結果使用した資金は686百万円（前年同期は12百万円の使用）となりまし

た。これは主に、定期預金の預入及び有形固定資産の取得により593百万円を使用したことによるものであり、前

年同期に比べ674百万円の使用の増加となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間中において財務活動の結果得られた資金は70百万円（前年同期は300百万円の獲得）となりまし

た。これは主に、新株予約権の行使により50百万円の払込みがあったことによるものであり、前年同期に比べ229

百万円の減少となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

当社の業務は、業務の性格上、生産として把握することが困難であるため、記載を省略しております。 

(2）受注状況  

    当中間会計期間における受注状況を事業の部門別ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ２．金額は契約締結日を基準として集計しております。 

    ３．当中間会計期間から事業部門を変更したため、前年同期比較に当たって前中間会計期間を変更後の区分に 

           組み替えて行っております。なお、新しい事業部門の内訳は下記のとおりです。 

  

(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．最近２中間会計期間の主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりです。 

     （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．各中間会計期間の総販売実績に対する割合が10％を超える相手先について記載しております。 

事業部門別 

当中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

受注高 
（千円） 

前年同期比 
（％） 

受注残高 
（千円） 

前年同期比 
（％） 

 創薬及び創薬関連事業 3,215 41.1 281,861 70.9 

 創薬ツール供給事業 64,431 45.4 － － 

合計 67,647 45.2 281,861 70.9 

（新）事業部門 主要な事業内容 （旧）事業部門との関係 

  創薬及び創薬関連事業 

 医薬品の研究・開発、創薬シードの

供給、知的財産から派生する権利の収

益化、受託・共同研究 

  

 創薬事業、受託・共同研究事業 

  

  創薬ツール供給事業 

  

 装置販売、MDヘパ細胞™等の供給 

  

  

 装置販売事業 

  

事業部門別 
当中間会計期間 

（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前年同期比（％） 

 創薬及び創薬関連事業 43,071 103.9 

 創薬ツール供給事業 66,181 46.6 

合計（千円） 109,253 59.6 

相手先 
前中間会計期間 当中間会計期間 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

ファイナンス アンド テクノロジー  

インターナショナル インク 
30,000 16.4 30,000 27.5 

HIRATA CORPORATION OF AMERICA 83,600 45.6 － － 



３．最近２中間会計期間の主要な輸出先及び輸出販売高及び割合は、次のとおりです。なお、（）内は総販売実

績に対する輸出販売高の割合であります。 

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。 

  

MDヘパ細胞™プロジェクトに関する契約 

（注）株式会社メディシスサイエンスは、株式会社メディカルシステムネットワークの100％出資子会社にあたりま

す。 

５【研究開発活動】 

 当社の研究開発の目標は、細胞の動態測定に関わる研究開発を重点的に行い、癌やアレルギー、炎症性疾患など深

刻な病態に対する新薬の開発を実現することです。また、アカデミックな研究ネットワークから得られた細胞分化技

術をもとにした肝臓様細胞の再生医療への展開も視野に入れております。 

 当中間会計期間における研究開発費の総額は、147,964千円（前年同期比31.8％増）となりました。 

 当中間会計期間における研究開発活動の状況は下記のとおりです。 

  

＜創薬及び創薬関連事業＞ 

① 癌治療薬開発プロジェクト 

既に動物実験では免疫増強作用による抗腫瘍効果が確認できているeMIP蛋白質について、引続きGMPレベルでの製

造法を確立中であり、平成18年の臨床試験入りを目指して研究・開発を進行させております。 

② 抗炎症薬開発プロジェクト 

東京大学医学系研究科分子予防医科学教室（松島綱治教授）と共同で発見した創薬に最適な標的分子である「フロ

ント」に関する論文が平成17年７月のNature Immunology誌（電子版）に掲載されました。現在は、独立行政法人

科学技術振興機構（JST）から実用化のための研究開発費の支援を受け、画期的な新薬の開発に取り組んでいま

す。 

③ 抗アレルギー薬開発プロジェクト 

㈱アイ・ビー・アイ研究所との共同研究が進展し、動物用健康食品としての開発期待が高まったことから、平成17

年11月より日本全薬工業㈱を含め、３社による共同研究を開始いたしました。 

④ MDヘパ細胞™プロジェクト 

平成17年12月にマレーシア政府系企業「Edgewood社」との技術移転およびライセンス契約の締結を行い、将来に向

けマレーシアを中心とした再生医療の拠点作りを行っていくことを確認いたしました。 

  

＜創薬ツール供給事業＞ 

① CYTORECON™の投入 

従来のEZ-TAXIScan™に加え、比較的汎用性の高いと考えられる細胞自動計測装置CYTORECON™を開発し、平成17年10

月に投入しました。 

相手先 
前中間会計期間 当中間会計期間 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

アジア 30,000 26.4 30,000 100.0 

アメリカ 83,600 73.6 － － 

 合計（千円） 
113,600 

（62.0％） 
100.0 

30,000 

（27.5％） 
100.0 

 契約の名称  継続的供給契約 

 相手先名  株式会社メディシスサイエンス  

 締結年月日  平成17年７月11日  

 契約の主な内容  製品（MDヘパ細胞™）の継続的供給にあたっての諸条件に関する契約  

 契約期間  平成17年５月31日から６年間 （以後、自動更新条項あり）  



② MDヘパ細胞™の供給 

ヒト体性幹細胞を体外で分化させたヒト肝臓様細胞であるMDヘパ細胞™を、製薬会社等における薬物動態評価や毒

性試験用として供給するビジネスを立ち上げております。当中間期においては、製薬会社等におけるサンプル評価

の段階にありましたので、売上には寄与しておりません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 （1）当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、拡充について完了したのは 

    次のとおりであります。 

        ①新設 

     東京事務所の新設については平成17年７月に完了し、８月から営業を開始しております。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成18年２月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商法

に基づき発行された新株引受権付社債の権利行使を含む。）により発行された株式数は含まれておりません。

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 347,000 

計 347,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年11月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年２月28日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 112,380 115,890 
株式会社名古屋証券取引

所（セントレックス） 
－ 

計 112,380 115,890 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

① 「商法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律（平成13年法律第129号）」第19条

第２項の規定により新株予約権付社債とみなされる新株引受権付社債の新株引受権の残高、新株引受権の権利行

使により発行する株式の行使価格、資本組入額は、次のとおりであります。 

② 旧商法第280条ノ19の規定による新株引受権（平成14年３月８日臨時株主総会決議） 

 （注）１．発行価額の調整が行われた場合には、次の算式により調整を行う。 

なお、調整により１株未満の端数が生じる場合には、これを切り捨てる。 

２．発行価額を下回る価額で新株が発行される場合は、次の算式により発行価額を調整する。 

なお、株式の分割または併合が行われる場合は、発行価額は分割または併合の比率に応じて比例的に調整す

る。上記調整により、１円未満の端数が生じる場合には、これを切り上げる。 

３．平成16年７月２日開催の取締役会決議に基づき、平成16年７月30日をもって１株を10株に分割いたしまし

た。これにより、新株引受権の目的となる株式の数は100株から1,000株に、新株引受権の行使時の払込金額

は100,000円から10,000円に調整しております。また、発行価格を100,000円から10,000円に資本組入額を

50,000円から5,000円に調整しております。 

４．新株引受権の行使の条件 

① 新株引受権を付与された者が、理由の如何にかかわらず自己都合により退任もしくは退職した場合には、

当該新株引受権を行使することはできないものとする。 

② また、新株引受権を付与された者が死亡した場合には、相続人は当該新株引受権を行使することができる

ものとする。 

③ その他の条件については、当社と付与対象者との間で締結する「新株引受権付与契約書」に定めるところ

による。 

５．当社と付与対象者との間で締結する「新株引受権付与契約書」により、当該新株引受権は、第三者に譲渡

し、または質権その他担保権を設定することができない旨定められております。 

銘柄（発行年月日） 

中間会計期間末現在（平成17年11月30日） 提出日の前月末現在（平成18年１月31日） 

新株引受権の
残高（千円） 

行使価格 
（円） 

資本組入額 
（円） 

新株引受権の
残高（千円） 

行使価格 
（円） 

資本組入額 
（円） 

第１回無担保新株引受

権付社債 

（平成11年８月27日発

行） 

5,600 5,000 5,000 5,600 5,000 5,000 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成17年11月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年１月31日） 

新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
1,000 

（注）１、３ 

1,000 

（注）１、３ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 
１株当たり10,000 

（注）２、３ 

１株当たり10,000 

（注）２、３ 

新株引受権の行使期間 
平成14年４月１日から 

平成22年３月31日まで 

平成14年４月１日から 

平成22年３月31日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  10,000 

資本組入額 5,000 

（注）３ 

発行価格  10,000 

資本組入額 5,000 

（注）３ 

新株予約権の行使の条件 （注）４ （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ （注）５ 

調整後株式数 ＝ 
調整前株式数 × 調整前発行価額

調整後発行価額 

調整後発行価額 ＝ 
既発行株式数 × 調整前発行価額 ＋ 新発行株式数 × １株当り払込金額 

既発行株式数 ＋ 新発行株式数 



③ 第１回新株予約権（平成15年４月８日臨時株主総会決議に基づく平成15年４月８日取締役会決議） 

 （注）１．株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。 

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数

について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

２．株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げる。 

また、調整前払込金額を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により１株当たりの払込金額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

３．平成16年７月２日開催の取締役会決議に基づき、平成16年７月30日をもって１株を10株に分割いたしまし

た。これにより、新株予約権の目的となる株式の数は2,814株から28,140株に、新株予約権の行使時の払込

金額は100,000円から10,000円に調整しております。また、発行価格を100,000円から10,000円に資本組入額

を50,000円から5,000円に調整しております。 

４．新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役及び従業員たる地位を保有していることと

する。ただし、任期満了による退任若しくは取締役会が正当な理由があると認めた退任及び退職の場合に

はこの限りではない。 

② 新株予約権の質入れ、担保権の設定は認めないものとする。 

③ その他の条件については、臨時株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受

けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

５．当社と割当対象者との間で締結する「新株予約権割当契約書」により、本新株予約権は譲渡できない旨定め

られております。 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成17年11月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年１月31日） 

新株予約権の数（個） 2,574 2,294 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
25,740 

（注）１、３ 

22,940 

（注）１、３ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 
１株当たり10,000 

（注）２、３ 

１株当たり10,000 

（注）２、３ 

新株予約権の行使期間 
平成17年４月９日から 

平成25年４月８日まで 

平成17年４月９日から 

平成25年４月８日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  10,000 

資本組入額 5,000 

（注）３ 

発行価格  10,000 

資本組入額 5,000 

（注）３ 

新株予約権の行使の条件 （注）４ （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ （注）５ 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
調整前払込金額 

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数 



④ 第２回新株予約権（平成15年４月８日臨時株主総会決議に基づく平成15年４月８日取締役会決議） 

 （注）１．株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。 

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数

について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

２．株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げる。 

また、調整前払込金額を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により１株当たりの払込金額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

３．平成16年７月２日開催の取締役会決議に基づき、平成16年７月30日をもって１株を10株に分割いたしまし

た。これにより、新株予約権の目的となる株式の数は366株から3,660株に、新株予約権の行使時の払込金額

は100,000円から10,000円に調整しております。また、発行価格を100,000円から10,000円に資本組入額を

50,000円から5,000円に調整しております。 

４．新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、権利行使時において、当社の社外協力者たる地位を保有していることとする。 

② 新株予約権の質入れ、担保権の設定は認めないものとする。 

③ その他の条件については、臨時株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受

けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

５．当社と割当対象者との間で締結する「新株予約権割当契約書」により、本新株予約権は譲渡できない旨定め

られております。 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成17年11月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年１月31日） 

新株予約権の数（個） 235 200 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
2,350 

（注）１、３ 

2,000 

（注）１、３ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 
１株当たり10,000 

（注）２、３ 

１株当たり10,000 

（注）２、３ 

新株予約権の行使期間 
平成17年４月９日から 

平成25年４月８日まで 

平成17年４月９日から 

平成25年４月８日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  10,000 

資本組入額 5,000 

（注）３ 

発行価格  10,000 

資本組入額 5,000 

（注）３ 

新株予約権の行使の条件 （注）４ （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ （注）５ 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
調整前払込金額 

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数 



⑤ 第３回新株予約権（平成15年10月24日臨時株主総会決議に基づく平成15年10月27日取締役会決議） 

 （注）１．株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。 

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数

について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

２．株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げる。 

また、調整前払込金額を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により１株当たりの払込金額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

３．平成16年７月２日開催の取締役会決議に基づき、平成16年７月30日をもって１株を10株に分割いたしまし

た。これにより、新株予約権の目的となる株式の数は190株から1,900株に、新株予約権の行使時の払込金額

は500,000円から50,000円に調整しております。また、発行価格を500,000円から50,000円に資本組入額を

250,000円から25,000円に調整しております。 

４．新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役及び従業員たる地位を保有していることと

する。ただし、任期満了による退任若しくは取締役会が正当な理由があると認めた退任及び退職の場合に

はこの限りではない。 

② 新株予約権の質入れ、担保権の設定は認めないものとする。 

③ その他の条件については、臨時株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受

けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

５．当社と割当対象者との間で締結する「新株予約権割当契約書」により、本新株予約権は譲渡できない旨定め

られております。 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成17年11月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年１月31日） 

新株予約権の数（個） 120 114 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
1,200 

（注）１、３ 

1,140 

（注）１、３ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 
１株当たり50,000 

（注）２、３ 

１株当たり50,000 

（注）２、３ 

新株予約権の行使期間 
平成17年10月28日から 

平成25年10月23日まで 

平成17年10月28日から 

平成25年10月23日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  50,000 

資本組入額 25,000 

（注）３ 

発行価格  50,000 

資本組入額 25,000 

（注）３ 

新株予約権の行使の条件 （注）４ （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ （注）５ 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
調整前払込金額 

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数 



⑥ 第４回新株予約権（平成15年10月24日臨時株主総会決議に基づく平成15年10月27日取締役会決議） 

 （注）１．株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。 

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数

について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

２．株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げる。 

また、調整前払込金額を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により１株当たりの払込金額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

３．平成16年７月２日開催の取締役会決議に基づき、平成16年７月30日をもって１株を10株に分割いたしまし

た。これにより、新株予約権の目的となる株式の数は30株から300株に、新株予約権の行使時の払込金額は

500,000円から50,000円に調整しております。また、発行価格を500,000円から50,000円に資本組入額を

250,000円から25,000円に調整しております。 

４．新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の質入れ、担保権の設定は認めないものとする。 

② その他の条件については、臨時株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受

けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

５．当社と割当対象者との間で締結する「新株予約権割当契約書」により、本新株予約権は譲渡できない旨定め

られております。 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成17年11月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年１月31日） 

新株予約権の数（個） 30 － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
300 

（注）１、３ 

－ 

（注）１、３ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 
１株当たり50,000 

（注）２、３ 

１株当たり50,000 

（注）２、３ 

新株予約権の行使期間 
平成17年10月28日から 

平成25年10月23日まで 

平成17年10月28日から 

平成25年10月23日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  50,000 

資本組入額 25,000 

（注）３ 

発行価格  50,000 

資本組入額 25,000 

（注）３ 

新株予約権の行使の条件 （注）４ （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ （注）５ 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
調整前払込金額 

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数 



⑦ 第５回新株予約権（平成15年10月24日臨時株主総会決議に基づく平成16年５月28日取締役会決議） 

 （注）１．株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。 

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数

について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

２．株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げる。 

また、調整前払込金額を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により１株当たりの払込金額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

３．平成16年７月２日開催の取締役会決議に基づき、平成16年７月30日をもって１株を10株に分割いたしまし

た。これにより、新株予約権の目的となる株式の数は60株から600株に、新株予約権の行使時の払込金額は

500,000円から50,000円に調整しております。また、発行価格を500,000円から50,000円に資本組入額を

250,000円から25,000円に調整しております。 

４．新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役及び従業員たる地位を保有していることと

する。ただし、任期満了による退任若しくは取締役会が正当な理由があると認めた退任及び退職の場合に

はこの限りではない。 

② 新株予約権の質入れ、担保権の設定は認めないものとする。 

③ その他の条件については、臨時株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受

けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

５．当社と割当対象者との間で締結する「新株予約権割当契約書」により、本新株予約権は譲渡できない旨定め

られております。 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成17年11月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年１月31日） 

新株予約権の数（個） 40 40 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
400 

（注）１、３ 

400 

（注）１、３ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 
１株当たり50,000 

（注）２、３ 

１株当たり50,000 

（注）２、３ 

新株予約権の行使期間 
平成17年10月28日から 

平成25年10月23日まで 

平成17年10月28日から 

平成25年10月23日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  50,000 

資本組入額 25,000 

（注）３ 

発行価格  50,000 

資本組入額 25,000 

（注）３ 

新株予約権の行使の条件 （注）４ （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ （注）５ 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
調整前払込金額 

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数 



⑧ 第６回新株予約権（平成16年５月28日臨時株主総会決議に基づく平成16年５月28日取締役会決議） 

 （注）１．株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。 

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数

について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

２．株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げる。 

また、調整前払込金額を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により１株当たりの払込金額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

３．平成16年７月２日開催の取締役会決議に基づき、平成16年７月30日をもって１株を10株に分割いたしまし

た。これにより、新株予約権の目的となる株式の数は105株から1,050株に、新株予約権の行使時の払込金額

は500,000円から50,000円に調整しております。また、発行価格を500,000円から50,000円に資本組入額を

250,000円から25,000円に調整しております。 

４．新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役及び従業員たる地位を保有していることと

する。ただし、任期満了による退任若しくは取締役会が正当な理由があると認めた退任及び退職の場合に

はこの限りではない。 

② 新株予約権の質入れ、担保権の設定は認めないものとする。 

③ その他の条件については、臨時株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受

けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

５．当社と割当対象者との間で締結する「新株予約権割当契約書」により、本新株予約権は譲渡できない旨定め

られております。 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成17年11月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年１月31日） 

新株予約権の数（個） 95 95 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
950 

（注）１、３ 

950 

（注）１、３ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 
１株当たり50,000 

（注）２、３ 

１株当たり50,000 

（注）２、３ 

新株予約権の行使期間 
平成18年５月29日から 

平成26年５月27日まで 

平成18年５月29日から 

平成26年５月27日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  50,000 

資本組入額 25,000 

（注）３ 

発行価格  50,000 

資本組入額 25,000 

（注）３ 

新株予約権の行使の条件 （注）４ （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ （注）５ 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
調整前払込金額 

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数 



⑨ 第７回新株予約権（平成16年５月28日臨時株主総会決議に基づく平成16年７月30日取締役会決議） 

 （注）１．株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。 

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数

について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

２．株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げる。 

また、調整前払込金額を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により１株当たりの払込金額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

３．新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者の割当を受けた者が当社の取締役、監査役及び従業員の場合は、権利行使時において、当社

の取締役、監査役及び従業員たる地位を保有していることとする。ただし、任期満了による退任若しくは

取締役会が正当な理由があると認めた退任及び退職の場合にはこの限りではない。 

② 新株予約権の質入れ、担保権の設定は認めないものとする。 

③ その他の条件については、臨時株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受

けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

４．当社と割当対象者との間で締結する「新株予約権割当契約書」により、本新株予約権は譲渡できない旨定め

られております。 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成17年11月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年１月31日） 

新株予約権の数（個） 195 195 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
1,950 

（注）１ 

1,950 

（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 
１株当たり50,000 

（注）２ 

１株当たり50,000 

（注）２ 

新株予約権の行使期間 
平成18年５月29日から 

平成26年５月27日まで 

平成18年５月29日から 

平成26年５月27日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  50,000 

資本組入額 25,000 

発行価格  50,000 

資本組入額 25,000 

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ （注）４ 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
調整前払込金額 

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）１．新株予約権の行使による増加であります。 

２．平成17年12月１日から平成18年１月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が3,510株、

資本金及び資本準備金がそれぞれ24,750千円増加しております。 

(4）【大株主の状況】 

年月日 

発行済株式
総数増減数 

 （株） 

発行済株式
総数残高 

 （株） 

資本金増減
額 

 （千円） 

資本金残高 
  

 （千円） 

資本準備金
増減額 

 （千円） 

資本準備金
残高 

 （千円） 

平成17年６月１日～ 

平成17年11月30日（注１）  
3,610 112,380 26,050 1,858,900 25,258 2,985,536 

  平成17年11月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

金ヶ崎 士朗 東京都目黒区駒場4-2-3-211 8,360 7.44 

金澤（Teak Kim） 
955-16,DAECHI-DONG,KANGMAN-KU,SEOUL, 

135-280 KOREA YOOHWA CO.,LTD 
6,000 5.34 

（常任代理人グローバル・テ

ック・インベストメント株式

会社） 

東京都千代田区紀尾井町3-19紀尾井町コー

トビル501 
    

船井 哲良 大阪市生野区中川3-1-7 4,687 4.17 

ファイナンス アンド テク

ノロジー インターナショナ

ル インク 

2F YOOHWA BLDG,995-16,DAECHI-DONG, 

GANGNAM-GU,SEOUL KOREA 
4,600 4.09 

（常任代理人グローバル・テ

ック・インベストメント株式

会社） 

東京都千代田区紀尾井町3-19紀尾井町コー

トビル501 
    

平田機工株式会社 熊本市妙体寺町5-4 3,960 3.52 

平賀 豊 練馬区羽沢2-26-15 2,170 1.93 

須知 康文 仙台市若林区南小泉2-2-10 2,081 1.85 

平松 節子 京都市南区吉祥院石原野上町12 1,900 1.69 

松村 眞良 東かがわ市帰来676 1,600 1.42 

平野 岳史 世田谷区成城6-31-8 1,544 1.37 

計 － 36,902 32.84 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が279株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数279個が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、名古屋証券取引所セントレックスにおけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 112,380 112,380  － 

端株 － － － 

発行済株式総数 112,380 － － 

総株主の議決権     － 112,101 － 

  平成17年11月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成17年６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 

最高（円） 183,000 179,000 173,000 170,000 152,000 144,000 

最低（円） 151,000 156,000 151,000 145,000 125,000 115,000 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年６月１日から平成16年11月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年６月１日から平成16年11月30日ま

で）の中間財務諸表について港陽監査法人ならびに公認会計士本間周平による中間監査を受け、当中間会計期間

（平成17年６月１日から平成17年11月30日まで）の中間財務諸表について、港陽監査法人による中間監査を受けて

おります。 

 前中間会計期間に係る中間監査報告書は、平成17年２月23日提出の有価証券届出書に添付されたものによってお

ります。 

 なお、当社の会計監査人は次のとおり交代しております。 

     前中間会計期間 港陽監査法人  公認会計士 本間周平 

     当中間会計期間 港陽監査法人 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年11月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年11月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）             

Ⅰ 流動資産             

１．現金及び預
金 

※３ 1,202,743     4,366,333 4,376,906     

２．売掛金   130,341     76,164 571,267     

３．たな卸資産   23,269     102,653 33,403     

４．その他 ※２ 15,671     49,833 6,082     

流動資産合計     1,372,026 91.3 4,594,985 92.7 4,987,660 96.6 

Ⅱ 固定資産             

１．有形固定資
産 

※１           

(1）建物   281     8,481 178     

(2）工具器具
及び備品 

  119,879     251,842 169,102     

(3）建設仮勘
定 

  1,014     － －     

有形固定資
産合計 

  121,175   8.1 260,323 5.3 169,280   3.3 

２．無形固定資
産 

  2,852   0.2 3,340 0.1 2,500   0.0 

３．投資その他
の資産 

  5,921   0.4 97,759 2.0 5,577   0.1 

固定資産合計     129,950 8.7 361,422 7.3 177,357 3.4 

資産合計     1,501,976 100.0 4,956,407 100.0 5,165,018 100 

（負債の部）             

Ⅰ 流動負債             

１．買掛金   85,090     68,975 61,081     

２．１年以内返
済予定の長
期借入金 

  －     40,000 －     

３．未払法人税
等 

  1,880     6,033 13,111     

４．新株引受権   1,092     56 64     

５．その他   31,729     83,140 46,935     

流動負債合計     119,792 8.0 198,205 4.0 121,191 2.3 

Ⅱ 固定負債             

１．長期借入金   400,000     180,211 200,000     

固定負債合計     400,000 26.6 180,211 3.6 200,000 3.9 

負債合計     519,792 34.6 378,416 7.6 321,191 6.2 

 



    
前中間会計期間末 

（平成16年11月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年11月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）             

Ⅰ 資本金     837,750 55.8 1,858,900 37.5 1,832,850 35.5 

Ⅱ 資本剰余金             

１．資本準備金   350,950     2,985,536 2,960,278     

資本剰余金合計     350,950 23.4 2,985,536 60.2 2,960,278 57.3 

Ⅲ 利益剰余金             

１．中間未処理損
失（△）又は
当期未処分利
益 

  △206,515     △266,445 50,698     

利益剰余金合計     △206,515 △13.7 △266,445 △5.4 50,698 1.0 

資本合計     982,184 65.4 4,577,991 92.4 4,843,826 93.8 

負債・資本合計     1,501,976 100.0 4,956,407 100.0 5,165,018 100.0 

              



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   183,325 100.0 109,253 100.0 833,580 100.0

Ⅱ 売上原価   103,565 56.5 83,804 76.7 236,270 28.3

売上総利益   79,760 43.5 25,449 23.3 597,310 71.7

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

  259,694 141.7 329,664 301.7 532,684 63.9

営業利益又は営業
損失（△） 

  △179,934 △98.2 △304,215 △278.5 64,625 7.8

Ⅳ 営業外収益 ※１ 4,612 2.5 928 0.8 86,731 10.4

Ⅴ 営業外費用 ※２ 2,965 1.6 3,154 2.9 71,491 8.6

経常利益又は経常
損失（△） 

  △178,287 △97.3 △306,441 △280.5 79,866 9.6

 Ⅵ 特別損失   － － 9,755 8.9 － －

税引前中間純損失
(△）又は税引前
当期純利益 

  △178,287 △97.3 △316,196 △289.4 79,866 9.6

法人税、住民税及
び事業税 

  680 0.4 946 0.9 1,620 0.2

中間純損失（△）
又は当期純利益 

  △178,967 △97.6 △317,143 △290.3 78,246 9.4

前期繰越利益又は
損失（△） 

  △27,547 50,698 △27,547  

中間未処理損失
（△）又は当期未
処分利益 

  △206,515 △266,445 50,698  

         



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度の要約キャッシ
ュ・フロー計算書 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

税引前中間純損失
（△）又は税引前当
期純利益 

  △178,287 △316,196 79,866 

減価償却費   32,637 52,081 77,223 

受取利息及び受取配
当金 

  △3 △29 △19 

支払利息   2,252 2,160 6,225 

新株発行費   － 975 37,618 

事務所移転費用   － 2,322 － 

有形固定資産除却
損  

  － 66 － 

売上債権の減少額又
は増加額（△） 

  △105,837 495,103 △546,764 

たな卸資産の増加額   △5,447 △69,250 △15,581 

未収消費税等の増加
額 

  △6,825 △16,493 － 

その他流動資産の減
少額又は増加額
（△） 

  5,298 △27,262 6,006 

仕入債務の増加額   80,855 7,894 56,846 

未払消費税等の増加
額又は減少額（△） 

  － △5,561 5,561 

預り金の増加額又は
減少額（△） 

  △14,795 659 △14,180 

前受金の減少額   △4,604 △1,400 △15,880 

その他流動負債の増
加額または減少額
（△） 

  △4,362 △1,905 25,514 

小計   △199,119 123,164 △297,564 

利息及び配当金の受
取額 

  3 29 19 

利息の支払額   △3,105 △2,154 △6,775 

事務所移転による支
出 

  － △2,243 － 

法人税等の支払額   △160 △13,111 △1,360 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △202,381 105,683 △305,681 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

有形固定資産の取得
による支出 

  △8,576 △93,105 △97,051 

無形固定資産の取得
による支出 

  △3,000 △1,224 △3,000 

敷金保証金の差入に
よる支出 

  － △42,583 － 

保険積立金の積立に
よる支出 

  － △51,291 － 

定期預金の預入れに
よる支出 

  － △500,000 － 

その他   △909 1,413 △753 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △12,485 △686,792 △100,804 

 



    
前中間会計期間 

（自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度の要約キャッシ
ュ・フロー計算書 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

短期借入金の純減額   △100,000 － △100,000 

長期借入れによる収
入 

  400,000 20,211 200,000 

株式の発行による収
入 

  － 50,325 3,565,781 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  300,000 70,536 3,665,781 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額または減少額
（△） 

  85,133 △510,573 3,259,296 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  1,117,610 4,376,906 1,117,610 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  1,202,743 3,866,333 4,376,906 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）デリバティブ 

 時価法 

 但し、金利スワップについて

特例処理の条件を充たしている

場合には、時価評価をしており

ません。 

(1）デリバティブ 

   同左 

  

(1）デリバティブ 

   同左 

  

 (2）たな卸資産 

① 商品 

 移動平均法に基づく原価法 

(2）たな卸資産 

① 商品 

 同左 

(2）たな卸資産 

  ① 商品 

    同左 

   ②    - 

  

③ 仕掛品 

 個別法に基づく原価法 

   ② 原材料 

       移動平均法に基づく原価法 

③ 仕掛品 

 同左 

   ②    - 

  

  ③ 仕掛品 

    同左 

 ④ 貯蔵品 

実験用薬品 

移動平均法に基づく原価法 

④ 貯蔵品 

実験用薬品 

同左 

  ④ 貯蔵品 

    実験用薬品 

    同左 

 その他 

最終仕入原価法に基づく原

価法 

その他 

同左 

    その他 

    同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物         ３年 

工具器具及び備品 ３～８年 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物       ３～15年 

工具器具及び備品 ３～10年  

(1）有形固定資産 

   定率法を採用しております 

   なお、主な耐用年数は以下の 

   とおりであります。 

   建物           ３年 

     工具器具及び備品 ３～８年  

 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウエ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

(2）無形固定資産 

 同左 

  

 (2）無形固定資産 

    同左  

３．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

 同左   同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

４．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについて特例処

理の条件を充たしている場合に

は特例処理を採用しておりま

す。 

(1）ヘッジ会計の方法 

 同左 

 (1）ヘッジ会計の方法 

 同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘ

ッジ方針 

 取締役会決議に基づき、金利

変動リスクをヘッジしておりま

す。 

 当中間会計期間にヘッジ会計

を適用したヘッジ対象とヘッジ

手段は以下のとおりでありま

す。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘ

ッジ方針 

 同左 

  

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘ

ッジ方針 

 取締役会決議に基づき、金利変動

リスクをヘッジしております。 

 当事業年度にヘッジ会計を適用

したヘッジ対象とヘッジ手段は以

下のとおりであります。 

 ヘッジ手段 

 金利スワップ 

  

  

 ヘッジ手段 

  同左 

 ヘッジ対象 

 借入金 

  

  

 ヘッジ対象 

  同左 

 (3）ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評

価を省略しております。 

(3）ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

 (3）ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

  同左  同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

消費税等の会計処理 

 同左 

消費税等の会計処理 

 同左 

  

 （会計処理方法の変更） 

 従来、消費税等の会計処理は、

税込方式によっておりましたが、

当事業年度から消費税等の課税業

者に該当することとなったため、

当中間会計期間から税抜方式に変

更しております。この変更により

経常損失、税引前中間純損失は、

それぞれ5,965千円減少しており

ます。 

 ー 

  

  

  

  

  

  

  

  

（会計処理方法の変更） 

 従来、消費税等の会計処理は、

税込方式によっておりましたが、

当事業年度から消費税等の課税業

者に該当することとなったため、

当事業年度から税抜方式に変更し

ております。この変更により経常

利益、税引前当期純利益は、それ

ぞれ10,807千円減少しておりま

す。 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

 －  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。 

  － 

前中間会計期間 
（自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

－ 

  

 － 

  

「地方税法の一部を改正する法律

（平成15年法律第９号）が平成15年

３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外

形標準課税制度が導入されたことに

伴い、当事業年度から「法人事業税

にかかる外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（平成16年２月13日 企業会

計基準委員会 実務対応報告第12

号）に従い、法人事業税の資本割及

び付加価値割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が11,491千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益が同額

減少しております。 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年11月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年11月30日） 

前事業年度末 
（平成17年５月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

162,840千円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は 

257,696千円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は 

206,884千円であります。 

※２．消費税等の取扱い 

 仮払消費税及び仮受消費税は、相殺の

うえ、金額的重要性が乏しいため、流動

資産の「その他」に含めて表示しており

ます。 

※２．消費税等の取扱い 

 同左 

 ※２．      － 

  

 ※３．     － 

  

※３．担保に供している資産 

  現金及び預金 500,000千円 

  製品の継続的供給の履行を担保するた

め定期預金500,000千円に質権を設定し

ております。   

  ※３．     － 

前中間会計期間 
（自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．          - ※１．営業外収益のうち主要なもの 

助成金収入 4,562千円    助成金収入 86,296千円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 2,252千円 支払利息 2,160千円 新株発行費 37,618千円 

上場関連費用 27,358千円 

支払利息 6,225千円 

３．減価償却実施額 ３．減価償却実施額 ３．減価償却実施額 

有形固定資産 31,972千円

無形固定資産 252千円

有形固定資産 51,495千円

無形固定資産 384千円

有形固定資産 76,016千円

無形固定資産 605千円

前中間会計期間 
（自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸

借対照表に掲記されている科目と金額との関

係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸

借対照表に掲記されている科目と金額との関

係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表

に掲記されている科目と金額との関係 

（平成16年11月30日現在） （平成17年11月30日現在） （平成17年５月31日現在） 

  千円

現金及び預金勘定 1,202,743 

現金及び現金同等物 1,202,743 

  千円

現金及び預金勘定 4,366,333 

担保に供している定期預金 △500,000 

現金及び現金同等物 3,866,333 

  千円

現金及び預金勘定  4,376,906 

現金及び現金同等物  4,376,906 



（リース取引関係） 

前中間会計期間（自 平成16年６月１日 至 平成16年11月30日） 

 内容の重要性に乏しく、また契約一件当たりの金額が少額のため、中間財務諸表等規則第５条の３の規定によ

り、記載を省略しております。 

当中間会計期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年11月30日） 

 内容の重要性に乏しく、また契約一件当たりの金額が少額のため、中間財務諸表等規則第５条の３の規定によ

り、記載を省略しております。 

前事業年度（自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日） 

 内容の重要性に乏しく、また契約一件当たりの金額が少額のため、財務諸表等規則第８条の６第６項の規定に

より、記載を省略しております。 

（有価証券関係） 

前中間会計期間（自 平成16年６月１日 至 平成16年11月30日） 

 当社は有価証券を保有しておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年11月30日） 

 当社は有価証券を保有しておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日） 

 当社は有価証券を保有しておりませんので、該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末（平成16年11月30日） 

 当社は金利スワップ取引を行っておりますが、特例処理が適用されているので、記載を行っておりません。 

当中間会計期間末（平成17年11月30日） 

 当社は金利スワップ取引を行っておりますが、特例処理が適用されているので、記載を行っておりません。 

前事業年度末（平成17年５月31日） 

 当社は金利スワップ取引を行っておりますが、特例処理が適用されているので、記載を行っておりません。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成16年６月１日 至 平成16年11月30日） 

 当社は関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年11月30日） 

 当社は関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日） 

 当社は関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎 

     は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

１株当たり純資産額 11,322.01円

１株当たり中間純損失

金額 
2,063.03円

１株当たり純資産額 40,736.71円

１株当たり中間純損失

金額 
2,884.09円

１株当たり純資産額 44,532.74円

１株当たり当期純利益

金額 
863.92円

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
578.78円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、中間純

損失を計上しているため記載してお

りません。 

 １株当たり中間純損失金額は、株

式分割が期首に行われたものとして

計算しております。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、中間純

損失を計上しているため記載してお

りません。 

  

 当社は、平成16年７月30日付で株

式１株につき10株の株式分割を行っ

ております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前事業年度

における１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。 

   なお、潜在株式調整後１株当たり 

 当期純利益金額については、当社株式

 は非上場であり、かつ店頭登録もして

 いないため、期中平均株価が把握でき

 ませんので記載しておりません。 

１株当たり純資産額 13,385.04円

１株当たり当期純利益

金額 
1,026.84円

 
前中間会計期間 

(自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日)

前事業年度 
(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日)

中間純損失（△）又は当期純利益  

（千円） 
△178,967 △317,143 78,246 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

（うち利益処分による役員賞与） － － － 

普通株式に係る中間純損失（△）又は

当期純利益（千円） 
△178,967 △317,143 78,246 

期中平均株式数（株） 86,750 109,963 90,571 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

－  第１回新株引受権 

（新株引受権の目的とな

る株式の数 1,120株） 

  

旧商法280条ノ19の規定

による新株引受権 

（新株引受権の目的とな

る株式の数 1,000株） 

  

新株予約権 3,289個 

 － 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

 平成16年12月２日付で第１回新株

引受権付社債の新株引受権の行使に

より、株式数等が次のとおり増加し

ました。 

 － － 

普通株式 800株

発行価額 5千円

発行総額 4,000千円

資本金 4,000千円

資本準備金 40千円

   

   

   

   

   

  

 これにより、発行済株式の総数は

87,550株、資本金841,750千円、資本

準備金350,990千円となっておりま

す。 

    

配当起算日 平成16年６月１日     

      

 平成16年12月20日付で第２回無担

保社債（新株引受権付）の新株引受

権の行使により、株式数等が次のと

おり増加しました。 

    

普通株式 500株

発行価額 10千円

発行総額 5,000千円

資本金 2,500千円

資本準備金 2,550千円

   

   

   

   

   

  

 これにより、発行済株式の総数は

88,050株、資本金844,250千円、資本

準備金353,540千円となっておりま

す。 

    

配当起算日 平成16年６月１日     



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第６期）（自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日）平成17年８月31日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成17年２月15日 

株式会社エフェクター細胞研究所  

 取締役会 御中    

 港陽監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 玉置 良光  印 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 中野  明  印 

 本間公認会計士事務所  

 
  

  
 公認会計士 本間 周平  印 

 私たちは、株式会社名古屋証券取引所有価証券上場規程第３条第７項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社エフェクター細胞研究所の平成16年６月１日から平成17年５月31日までの第６期事業年度

の中間会計期間（平成16年６月１日から平成16年11月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間

損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、私たちの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明をすることにある。 

 私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中間財務諸表に

は全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を

適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 私たちは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当であると認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社エフェクター細胞研究所の平成16年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成16年６月１日から平成16年11月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員及び公認会計士本間周平との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。 

 以 上

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成18年２月10日 

株式会社エフェクター細胞研究所  

 取締役会 御中    

 港陽監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 玉置 良光  印 

 業務執行社員  公認会計士 鈴木 裕章  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社エフェクター細胞研究所の平成17年６月１日から平成18年５月31日までの第７期事業年度の中間会計期間（平成17年６

月１日から平成17年11月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に応じて追加の監査手続

を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社エフェクター細胞研究所の平成17年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平

成17年６月１日から平成17年11月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以 上

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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